
学科名：

平成３０年度計画 平成３０年度実行内容

中期目標に対する中期計画の具体的
項目

各部局で、具体的な取組・実行内容
に基づいて計画実行する（具体的に
期限やレベルなど数値目標を挙げて
定量的に記載する）

（平成２９年計画の具体的実行内容
を具体的に期限やレベルなど数値目
標を挙げて定量的に記載する）

年度の中間及び年度末に計画の達成
状況を評価する。 該当する項目に
ついては、セルを分割して、上段に
中間報告、下段に最終報告を記載す
る。

全学共通初年次教育科目「スタート
アップ就実」において自校教育を実
施した。

○ ○

全学共通初年次教育科目「スタート
アップ就実」において自校教育を実
施した。

○ ○

課程認定・再課程認定の申請に関す
る文科省からの指摘事項について，
迅速に対応している。また保育士資
格に関するカリキュラム変更も学科
の協力の元、提出した。

○ ○

課程認定・再課程認定とも承認さ
れ，保育士資格に関するカリキュラ
ムも岡山県から認定を受けた。

○ ○

次年度に向けて副FD委員長を中心に
おこなうことが決まっている。

△ △

アンケート内容の変更について検討
をしている状況である。

△ △

出席管理システムの利用教員数を増
やす方法を検討している。

△ △

2019年度後期授業から原則出席管理
システムの使用を義務づけることに
なった。

○ ○

H31年度には大学の方針としてどの
ように実施するのか教学執行部会に
諮っている。

△ △

入学準備教育について，大学として
の方針を決定することができなかっ
た。

× ×

システム業者から講師を招いて勉強
会を実施し，カリキュラムの誤りを
順次訂正している。また教務課・情
報センターを中心とした学務システ
ム検討会が発足する予定である。

○ ○

学務システムのカリキュラムの誤り
については，かなりの部分訂正をし
た。一方学務システムの見直しにつ
いては，検討会のメンバーを決める
に留まっている状況である。

△ △

◆中期目標・中期計画に基づく各部局年度計画及び実行計画と達成状況の運営について◆

（２）平成３０年度実行内容は、平成３０年計画の具体的取組・実行内容を具体的にかつ定量的（数値的）に記載する。

（３）計画達成状況は、年度途中（9月末）、年度末（３月末）に計画の達成状況を部局長及び学長が評価し、次年度計画の参考とする。

学長
評価

担当者
評価

計画達成状況
　部局及び学科における３０年度計画と実行計画

［学生支援］
教育の理念・目的を実現するために
学生支援に関する方針を明確にし、
学生が学修に専念し、安定した学生
生活を送ることができるよう、修学支
援、生活支援および進路支援を適
切に行う。

［理念・目的］
教育の理念・目的に基づき、人材
育成の目的、その他の教育研究上
の目的を適切に設定し公表すると
ともに、それを実現するために将
来を見据えた中・長期の計画その
他の諸施策を明確にする。

［教員・教員組織］
教育の理念・目的を実現するため
に、求める教員像や教員組織の編
制方針を明確にし、それに基づく
教員組織を整備するとともに、
ファカルティ・ディベロップメン
ト（ＦＤ）活動を実施して絶えず
教員の資質向上に取り組む。

中　期　目　標 中　期　計　画

出席管理システムのアラート機能の
改修について，情報センターと話し
合い，担任が学生の欠席状況をライ
ブで把握出来るようにする。

H30年度に導入したDVD教材を使用し
た入学準備教育を，全学部全学科に
拡充させ，現行の入学前教育につい
ても見直しをおこなう。入試課との
連携も必要である。

DVD教材を使用した入学準備教育を
実施した学科と，継続か方向転換を
するのか検討をして，より効果的な
実施を検討する。

（１）平成３０年度計画は、就実大学大学院・就実大学中期目標・計画の具体的な取組・実行内容に基づいて計画する。中期目標・計画に関連して、新たな取組がある場合は項目を増やして記載す
る。

理念・目的を及び学部・研究科の目
的を学則又はこれに準ずる規則等に
適切に明示し、教職員及び学生に周
知し、社会に対して公表する。

履修要覧や初年次教育を通じて学生
への周知をおこなう。

学生への周知は，各学部とも履修要
覧の巻頭に，大学としての「建学の
精神・基本理念・基本目標・実践指
針」引き続き「学部における 3ポリ
シー」を掲載する。また全学新入生
が履修する初年次教育科目「スター
トアップ就実」においても，学長・
学部長から説明をおこなう。

就実大学大学院・就実大学の中期目標・中期計画に基づく各部局年度計画及び実行計画と達成状況

部局名（学部又は事務部）： 　教務

【平成３０年度大学院・大学の主要事業計画と改革の重点事項】

計画：平成30年5月7日／中間報告：平成30年9月30日／最終報告：平成31年3月31日

現行の授業評価アンケート内容は，4
シーズンを迎えるため，改善に向け
ての見直しをおこなう。

FD委員会を中心に，アンケート内容
の検討はもとより，実施方法や業者
見直しも視野に入れる。

教免の課程認定・再課程認定申請を
受けて，教員の資格や今後の組織編
成について構築していく。

教職課程委員会と連携して，教免の
課程認定・再課程認定申請で教員資
格の指摘が文科省からなされた場合
は，適切な対応をおこなう。

［特色ある取り組み］
社会を意識して学び、学生自らが
成長を実感できる教育改革、充実
した学生生活支援、新たな価値を
創出する地域連携活動などを通し
て、本学の魅力や教育・研究の質
を高め、個性を磨いて差別化を図
るため、特色ある大学改革を推進
する。
（１）組織的な大学改革への取り
組みと活力ある組織への転換によ
る教学ガバナンスの強化
（２）3ポリシーを具現化して学
生の成長を促進する教育改革と多
様性豊かな人材育成の推進
（３）学内環境の整備と学生生
活・修学・キャリア支援体制の強
化による学生の満足度向上
（４）入試・奨学金制度改革によ
る優秀な学生の確保と効果的な入
試広報活動の充実
（５）教員研究力・地域貢献力の
向上・活性化によるイノベーショ
ン創出とグローバル化推進

ＳＤ活動の一環として，教務課員全
員が学務システムのカリキュラム設
定が出来るように学習をする。そし
て，それぞれの担当者が，カリキュ
ラム設定を見直し，不具合が生じて
いる部分を完全なものへの組み直し
をおこなう。また，現行システムの
機能を洗い出し、まだ利用しきれて
いない有益な機能があれば利用す
る。同時に他社の学務システムを調
査研究し，場合によっては入れ替え
の検討もおこなう。

システム業者のサポート範囲を超え
る部分については，講師を招いて，
教務部全員で受講する。また，学務
システムの見直しは，情報センター
と相談をしながら進めていく。積極
的に他大学の情報も収集し，現地視
察もおこなう。

留年や退学者予備軍となる成績不審
者の早期発見するために，授業の欠
席が多い学生を早期に洗い出し，担
任に早めに連絡をするシステムの構
築をおこなう。

①学内外の情報収集・解析に基づく戦
略的な大学改革を推進し、エビデンスの
可視化、周知と相互理解を図り、組織的
活動をPDCAサイクルで活性化する。
②センター・委員会組織の機能強化、全
学的な組織・制度改革を検討し、教職協
働を促進して、中期目標計画を着実に
実行する。
③事務組織の充実・効率的な運営、FD・
SD活動の活性化と学内外での教職員研
修の推進による資質の向上を図る。
④実効性ある教職員業績評価制度を推
進して、活力ある組織への転換を図る。

リメディアル教育や高大連携による入試
前教育に関する支援体制を整備し、適
切に実施する。

ＦＤ活動を組織的かつ多面的に実施
し、教員の資質向上及び教員組織の
改善・向上を図る。

留年者及び休・退学者の状況を把握し、
低減に向けての部局での方策を検討
し、適切に対処する。

教育課程・編制方針に基づき、教育
研究活動を展開するため、授業科目
と担当教員の資格・適合性を明確に
して、教員組織を適切に編制する。


